
１　作成日・作成担当課

作成年月日 令和６年１０月１５日

作成担当課 埼玉県 産業労働部 産業労働政策課 電話番号 ( ) -

２　出資法人の名称

出資法人の名称 公益財団法人　埼玉県産業振興公社 代表者 理事長　神田　文男

　　主たる事務所の所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目７番地５　ソニックシティビル１０階 電話番号 ( ) -

設立年月日 昭和 ４ ８ 年 ４ 月 ２ ６ 日 ホームページアドレス https://www.saitama-j.or.jp/

３　基本財産等・埼玉県の出資割合

基本財産等の金額 千円 （ ％）

４　事業内容

６ 常勤役職員数 （令和６年４月１日現在）

７ 常勤役職員の報酬・給与に関する状況（令和５年度決算）

８ 出資法人への埼玉県の関与の状況

(1)公的支援（フロー）

①

②

③

④

⑤

(2)公的支援（ストック）

①

②

③

９　埼玉県による検査・監査

10　その他の特記事項

○　公益法人については、「５．財務状況」の各欄は公益法人会計基準により、次のとおり読み替えて計上しています。

令和５年度

1,211,448

令和３年度

金額（千円）

1,590,152

1,108,831

　減価償却前当期損益

　（うち埼玉県からの補助金・委託金）

▲ 16,386

1,018,728

▲ 17,779▲ 18,404

(740,956) (759,806)

　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）

損
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書
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令和３年度 令和４年度

▲ 16,108

備考

　累積欠損金

　資産

　負債

1,128,109　純資産（資本） 1,090,134

令和４年度

項目
令和４年度 令和５年度

481,321

３７１５０４８

埼玉県の出資割合　　　　　　　　　　％）　　

主たる事務所の所在地

５，０００

０４８ ６４７ ４１０１

　(うち有利子負債）

457,018

　税の減免額

　利子補給金

62,887（参考）　委託料

　損失補償契約に伴う金利軽減額

公益財団法人　埼玉県産業振興公社に関する情報公開

　当期損益 ▲ 18,688 ▲ 19,278

５　財務状況（詳細は、各出資法人のホームページを御覧ください。）

　経常損益

459,739

８３０

1,111,791

令和３年度

金額（千円）

1,547,152

(1)経営支援（経営相談、ＤＸ推進支援）

(2)創業・ベンチャー支援

(3)販路開拓支援（取引振興、海外ビジネス展開支援）

(4)新産業振興（イノベーション支援、業態展開支援、産学連携支援、知的財産活用支援、サーキュラーエコノミーの推進）

(5)人材育成・情報支援

１００

1,587,848

金額（千円）
項目

貸

借

対

照

表

か

ら

出資金

項目

5,000

金額（千円）

5,000

損失補償契約に係る債務残高

貸付金残高

令和５年度令和３年度

5,000

令和４年度

合計

　その他（負担金）

役員平均年齢
役員数

（うち県派遣職員数・県退職者数）

１１，５９３千円
２名

（１名）

備考

５３名
（県派遣　８名、県ＯＢ　０名）

職員数
（うち県派遣職員数・県退職者数）

６，６８３千円

６２．５歳

職員平均年齢

令和５年度

　補助金（助成金）

常勤役員の平均年収

697,401

支給実人数
(うち県派遣）

項目 備考（目的、内容、算出根拠等）

４５．５歳

66,840

697,401

(771,299)

▲ 6,084

▲ 8,282

▲ 4,877

692,966

43,555

692,966

銀行派遣職員１名については通勤手当のみを負担して
いることから、この影響を控除している。

５３名
（　９名）

支給実人数
(うち県派遣）

　中小企業支援施策の実施に係る事業費、人件費等について補助している。

常勤職員の平均年収

＜貸借対照表＞総資産（資本）→正味財産の部合計
　　　　　　　　　　　累積欠損金→正味財産の部合計
＜損益計算書＞損益計算書→正味財産増減計算書
　　　　　　　　　　　総収入（=売上高+営業外収益+特別利益）→総収入（=経常収益計+経常外収益計）
　　　　　　　　　　　経常損益→当期経常増減額
　　　　　　　　　　　当期損益→当期一般正味財産増減額
　　　　　　　　　　　減価償却前当期損益→減価償却を行っている場合は、当期損益に減価償却費を加えた額

２名
（県派遣　１名、県ＯＢ　０名）

－

　中小企業高度人材支援事業（R５はロボット開発に関するセミナー開催等事業、ＤＸ大賞表彰等事業を含む）

令和６年２月７日、公益法人の運営状況について立ち入り検査を実施した。

－合計 5,000 5,000

備考（目的、内容、算出根拠等）

5,000

　

708,412

708,412

https://www.saitama-j.or.jp/

